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１．はじめに 

 平成 28年 4月に発生した熊本地震では，災害関連死の犠牲者が約 8割を占めるなど，避難所の生活環境を

早期に改善する必要性が改めてクローズアップされた．行政などの公的機関は，自らも被災するなかで業務量

が増大し避難所運営に手が回らないことも明らかとなっている． 

高知県では，発災後に助かった「命をつなぐ」対策として平成 27年度に県内 10箇所のモデル避難所で避難

所運営マニュアル作成に着手し，平成 28 年度からは各市町村でマニュアル作成を展開している．しかし，高

知県全域では約 900 箇所の避難所があり，地域住民や行政のみで全ての避難所においてマニュアルを作成す

ることは時間的，人員的に困難である．筆者らは，平成 27～29年度にかけてモデル避難所を含む県内 13市町

村 110施設のマニュアル作成をサポートしている．本論文は，これらの経験

等を通じて学んだ避難所運営マニュアル作成の課題を整理し，今後の取組に

ついて考察を行ったものである． 

２．マニュアル作成の取組手順 

 マニュアルの作成は，対象避難所に避難する地域の代表者や施設管理者，

学校関係者や保健関係者等で構成される避難所準備委員会を設立して実施

した．マニュアル作成の取組手順を図 1に示す．避難所準備委員の人選や日

程調整などは市町村が行った．筆者らは，施設の現地調査，情報収集，検討

会資料やマニュアルの作成，検討会のファシリテート等を担当した． 

３．マニュアル作成における課題 

 避難所運営マニュアルは，大規模災害発生後に地域住民が主体となって

避難所の開設・運営するための事前対策として作成するものである．これ

までもマニュアルは作成されていたが、実際には十分に活用されていない．

そのため作成にあたっては，(1)地域住民が主体的に行うこと，(2)地域特性

を踏まえたものであること，(3)実用性の高いものであることの 3点が課題

である．以下に，筆者らが，マニュアル作成をサポートする上で留意した

具体的な取組について述べる． 

４．地域住民の主体性を高める工夫 

 地域住民による検討にあたっては，マニュアル作成に主体的に取組んで

もらい，参加者からの意見を引き出すことが不可欠である．そこでまず，

過去の大規模災害時に避難所で発生した課題や対象地域の被害想定を共

有し，事前にマニュアル作成に取組む必要性を説明した．そして，様々な

事情を抱えた避難者の対応を机上で訓練する HUG（避難所運営ゲーム）

を取り入れることで，住民自身が避難所運営に携わるイメージを体験して

もらった．そのなかで住民同士の活発な意見交換や住民同士の合意形成を

図るために下記のような工夫を提案し，実施した． 
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 6～7 人程度の少人数にグループ分けし，参加者に進行や書記

を依頼 

 マニュアルの検討に入る前にアイスブレイクの時間を設ける 

 図面や写真，映像を提示することで共通の課題認識を持つ 

 学生や女性など幅広い視点を持った参加者を募る 

５．地域特性を踏まえたマニュアルの検討 

モデル避難所のマニュアルでは避難所運営における課題と対

応を時系列に整理している．対象となる避難所に類似したモデル

を基に現地調査や情報収集で得た情報を組み込むことで，最低限

必要な項目を網羅しながら地域特性に応じたマニュアル素案の作

成が可能となる．  

避難所となる施設は，平常時には教育や地域の活動に使用されて

いる．大規模災害時に避難所生活の場としてどのように施設を利用

するのかについて予めコンセンサスをとっておくことが重要であ

る．検討会では，想定される避難者数や現地調査の際に確認した施

設の状況を整理し，避難所でのルールや図 2のような配置計画の検

討を行った．また，近隣に複数の避難所がある地域では，検討会で

開設の順序を決めたり，施設によって受け入れる避難者を分類した． 

６．マニュアルの実用性について 

 図 3は避難所運営マニュアルの一例である．避難所の開設・運

営に必要な作業を明確化し，段階や役割に応じて着色するなどの

工夫をした．作業ごとにチームを編成し，渡されたカードの作業

手順に沿って活動するため，地域住民が負担を感じることなく運

営に協力できる．検討会の中で，役割ごとの作業内容の読み合わ

せやカードの模擬的な受け渡し，様式への記入などを体験しても

らい，作成後の実用化への一助としている． 

７．マニュアル作成後の取組 

 完成したマニュアルを準備委員会のメンバー以外にも広く周

知するため，概要版の配布や避難所への配置計画図の貼り出しを

行っている．先行してマニュアルが完成した地域では，学校と地域住民が合同で避難所の開設訓練を実施した

事例もある．避難者役の生徒が大勢の避難者が受付に並んでいる様子を見て運営の補助に回るなど，避難所に

集まった人が協力して運営している姿も見られた．マニュアルは１度作成して終わりではなく，継続的に見直

しを行うことでいざという時に本当に役立つものになることが重要である． 

８．まとめ 

 避難所は避難生活を送るひとつのコミュニティであり，日頃からの地域のつながりを構築しておくことが重

要である．今後も筆者らは，避難所運営マニュアルの作成を通じて普段から顔が見える関係づくりをサポート

し，災害にも強い地域コミュニティとなることを目指して取組みたいと考える． 
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図 3 安全確認チームのカード 

写真 3 学校と地域住民が連携した 
避難所開設訓練 

避難所を開設するための
準 備

避難所の運営避難者の受け入れ

避難所の安全確認 安全確認チーム
カード

1-1

使うもの

□ 建物のカギの入手方法（p.5）
□ 避難所安全確認チェック表（p.6）
□ ヘルメット □ 拡声器 □ 懐中電灯（夜間の場合）
□ 張り紙（立入禁止10枚） □ コピー用紙

役 割 避難所として使用できる状況か、安全を確認します。 ３名以上

注意点

□ ご自身の安全を最優先に行ってください。
□ 点検する際には、複数の作業人員を指名し、チームを作ってください。
□ 作業時には、ヘルメットを着用してください。
□ 建物の安全確認を終えるまで、建物内部に避難者を立ち入らせないで

ください。

「建物のカギの入手方法」（p.5）を使ってカギと使うものを入手した
後、「避難所安全確認チェック表」（p.6）を使って建物の外観や
周辺環境を確認します。

１
チェック

カギを開けて 「避難所安全確認チェック表」（p.６）を使って建物
の内部を確認します。２

チェック

以降の作業を中止し

リーダーに報告します。

使用できないと判断

事前に指定した場所に 立入禁止 の張り紙をします。３

チェック

チーム長は点検結果をリーダーに報告します。４

チェック

以降の作業を中止し
リーダーに報告します。

使用できないと判断

使用できると判断

使
用
で
き
る
と
判
断

使用できないと判断される場
所は、立入禁止にし、チェッ
クシートの平面図に表示を行
うとともにロープ・張り紙で
明示していきます。

部分使用可能と判断

部分使用可能と判断

これから行う
活動の内容

作業を分担する
チーム名

作業を行う順番

作業が終わった
らチェックする

具体的な作業の
内容

作業を実施する
ために必要な資
機材

作業を実施する
上での注意点

このカードの説
明で不十分な場
合は、別に資料
を指定します

準備段階のカードは緑色、避難者の受け入れ段階のカードは茶色に着色しています。
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